
 

 
参 考 

１ 資 料 

 

 (1)基本データ 

   

ア 名古屋市立の学校数、学級数、幼児・児童・生徒数、教員数 

    （平成 22 年 5 月 1 日現在）    

高等学校 
区  分 幼稚園 小学校 中学校

全日制 定時制

特別支援 

学校 
計 

14 
本校 24 262 109

13 2
4 413

学校数 

分校  1  1

学 級 数 96 4,205 1,654 298 29 151 6,433

男 1,052 59,274 26,875 5,120 463 573 93,357

女 1,086 56,000 25,579 6,684 468 304 90,121

幼児・ 

児童・ 

生徒数 
計 2,138 115,274 52,454 11,804 931 877 183,478

男 7 2,138 1,765 510 54 157 4,631

女 152 3,862 1,412 278 29 198 5,931教員数 

計 159 6,000 3,177 788 83 355 10,562

（注）高等学校１４校のうち、工業高等学校には全日制と定時制が設置されている。 
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イ 図書館の利用状況の推移 

    

区分 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

登録者数 558,828 521,666 507,687 499,646 507,155

利用者数 3,083,376 3,044,506 3,012,060 3,068,985 3,175,715

貸出冊数 11,010,147 10,876,701 10,781,041 10,922,550 11,165,014

 

  ウ 生涯学習施設・博物館施設等利用状況の推移 

（単位：人）  

区分 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

生涯学習センター

（分館含む） 
1,492,842 1,484,506 1,487,983 1,409,505 1,418,323

女性会館 291,923 281,140 257,137 262,410 262,504

博物館 568,581 363,271 538,476 448,153 483,413

蓬左文庫 445,949 269,872 236,973 259,595 236,432

秀吉清正記念館 28,985 34,289 36,041 39,814 47,744

見晴台考古資料館 32,013 33,888 35,181 40,898 39,697

美術館 196,062 347,052 373,860 474,264 380,365

科学館 486,104 614,577 618,956 607,864 606,157
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 (2) 教育を取り巻く状況に関するデータ 
 

 (ア) 少子高齢化 

本市は、平成１０年から高齢社会となっています。また、平成１１年か

らは少子社会に入っています。本市の幼児児童生徒数も昭和５７年度の

311,502 人をピークに減少し、子どもを取り巻く環境は大きく変化して

おり、少子高齢化への対応が求められています。 

 

年齢区分別人口及び構成比（年少人口・高齢者人口）の推移 （本市） 
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（注）内閣府「高齢化社会白書」によると、高齢者人口＜65歳以上＞が総人口の7％以上の状況を「高齢化 

社会」、14％以上の状況を「高齢社会」としている。 

内閣府「少子化社会白書」によると、合計特殊出生率が人口置き換え水準2.08をはるかに下回る状況 

         を「少子化」、かつ子どもの数（年少人口＜14歳以下＞が高齢者人口を下回る状況を「少子社会」とし 

ている。なお、人口置き換え水準とは、合計特殊出生率がこの水準以下になると、人口が減少すること 

になるという水準をいう。 
資料：統計なごやｗｅｂ版

 

 幼児児童生徒数の推移（本市） 

 

 
（幼児児童生徒数） 幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 計
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資料：本市教育委員会「各年度 教育調査統計」
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 (イ) グローバル化 

本市の外国人登録人口は、平成２１年１２月３１日現在で67,819人とな

り、本市人口に対する比率は、３％となりました。 

国籍別にみると、外国人登録人口の最も多いのは、近年急激に増加を続

けている「中国」の 22,670 人です。一方、平成１９年まで最も多かった

「韓国・朝鮮」は年々減少を続けており、「ブラジル」も同年をピークに

減少に転じています。 

 
外国人登録人口の推移（本市）  
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資料：統計なごやｗｅｂ版 

 
国籍別外国人登録人口の推移（本市） 
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資料：統計なごやｗｅｂ版 
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 (ウ) 高度情報化 

   平成２２年度現在、パソコンを保有する本市世帯の割合は、約７４％と

なっています。また、小・中学生及び高校生に対し、『携帯電話（ＰＨＳも

含む）を持っていますか』と尋ねた調査で、「持っている」と回答した小学

生の割合は約３３％、中学生の割合は約５９％、高校生の割合は約９８％

となっており、年齢とともに保有率が高くなっており、情報モラルなどへ

の対応が課題となっています。 

 

56.1%

73.7% 74.2%
72.4%69.6%66.6%68.2%

68.6%

59.2%

63.3% 65.7% 68.3%

64.6%

71.0%
73.1% 73.2% 74.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 （年度）

本市

全国

パソコンを保有する世帯の割合（本市・全国）  

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 
資料：（本市）本市「各年度 市政アンケート」 

（全国）内閣府「各年度 消費動向調査」 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生

中学生

高校生

32.7%

59.0%

98.1%

66.7%

40.8%

1.4%

0.6%

0.2%

0.5%

持っている 持っていない 無回答

携帯電話（ＰＨＳも含む）の所有（本市） 

資料：本市「平成 20 年度 子ども・子育て家庭 意識・生活実態調査」
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 (エ) モラル・規範意識の希薄化 

小・中学生及び高校生の保護者に対し、学校教育で充実を希望する分野

について調査（複数回答可）した結果、小・中学生及び高校生の保護者と

もに「他人を思いやる力」「社会のルールやマナー」の項目で、割合が高く

なっています。 

 

学校教育で充実を希望する分野（複数回答可）  

 

     

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自ら学び考える力

他人を思いやる力 

社会のルールやマナー 

体験を通じた自然の理解

幅広い教養 

社会で役に立つ知識
（パソコン操作など） 

語学力や国際感覚 

世の中の仕組みに関する知識
（税金、金融、保険など）

家庭生活で必要な知識・技能
（家事、健康、育児知識など）

職業・労働への意識づけ

受験に必要な学力 

その他 

わからない

特にない

78.5% 

77.1% 

73.1% 

58.4%

35.9%

29.9%

29.6%

24.2%

20.7%

20.5%

17.0%

3.0%

0.5%

0.3%

74.7%

70.2%

71.1% 

38.9%

38.4%

31.5%

31.3%

40.6%

22.5%

32.0%

33.7%

2.4%

0.4%

0.4%

72.5% 

66.2% 

66.2% 

31.2%

40.6%

32.3%

29.9%

39.9%

20.7%

38.4%

29.4%

2.0%

0.7%

0.5%

小学生の保護者

中学生の保護者

高校生の保護者

 

 

資料：本市「平成 20 年度 子ども・子育て家庭 意識・生活実態調査」
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子どもに特に身につけて欲しいと思うこと（複数回答可）  

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基本的な生活習慣や生活態度（あいさつができる、
規則正しい食生活、整理・整とんなど）

自主性、自立性

責任感

根気強さ、忍耐強さ、意志の強さ

創意工夫する力

協調性、助け合いの心

公共心や社会的規範（ルールを守る、
人に迷惑をかけないなど） 

命 を 大 切 に す る

ものを大切にする心

相手の意見や立場を理解し、尊重する気持ち

思いやりやいたわりの心

反省や感謝の気持ち

その他

特にない

わからない

無回答

83.7%

39.3%

53.4% 

55.4% 

34.0%

60.1% 

71.3% 

63.6% 

53.9% 

50.4% 

65.5% 

57.2% 

3.0%

0.2%

0.6%

1.4%

 資料：本市「平成 21 年度 市政アンケート」
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 (オ) 安心・安全に関する社会を取り巻く状況の変化 

市民に対し、『名古屋をより一層安心・安全で快適なまちにするため、行

政や地域に望むこと（複数回答可）』と尋ねた調査では、「身近で発生する

犯罪をなくす防犯活動」「通学時の子どもの見守り活動」などの回答が多く

見られました。また、『子どもを健全に育成するために、必要であると思う

もの（複数回答可）』と尋ねた調査でも、「保護者や地域とともに歩む安心

で安全な学校づくり」との回答が６割以上となっており、安心・安全を求

める市民が多いことが推察できます。 

 
名古屋をより一層安心・安全で快適なまちにするため、

行政や地域に望むこと（複数回答可） 
 

 

項     目 割 合 

身近で発生する犯罪をなくす防犯活動 ６０．０％ 

違法駐車の追放 ３１．６％ 

交通事故の防止 ２９．４％ 

路上等公共の場所での禁煙 ２８．４％ 

通学時の子どもの見守り活動 ２６．５％ 

 資料：本市「平成 21 年度 ネット・モニターアンケート」

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.0%

14.7%

18.7%

32.8%

49.2%

62.1%

36.0%

62.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保護者や地域とともに歩む
安心で安全な学校づくり   

教師力の一層の向上

家庭の教育力の向上

地域の人や異年齢の子ども
同士が交流する機会         

異なる文化や考え方を
尊重する態度の育成  

特別支援教育の充実

名古屋の特色を活かした
教育の実現                 

無回答

資料：本市「平成 20 年度 市政アンケート」

子どもを健全に育成するために、必要であると思うもの（複数回答可） 
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 (カ) 子どもの学ぶ意欲、学力の向上への期待 

小・中学生及び高校生の保護者に対し、学校教育で充実を希望する分野

について調査した結果、小・中学生及び高校生の保護者ともに「自ら学び

考える力」の項目で、割合が高くなっています。 

   また、本市立小・中学校の小学５年生と中学２年生の保護者に対して、

授業で身につけてほしいことについて調査した結果、小学５年生と中学２

年生の保護者ともに、「自分で考え、判断し、問題を解決する力をつけてほ

しい」という項目が最も高い割合となっており、子どもに対して、学ぶ意

欲、学力の向上に対して大きな期待があることがうかがえます。 

 
授業で身につけてほしいこと  
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22%

40%
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30%

39%

3%
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100%

小学５年生保護者 中学２年生保護者

調べたことをまとめたり、発表したり
する力を身につけてほしい

自分で考え、判断し、問題を解決する
力をつけてほしい

学ぶことへのやる気・意欲を高めるよ
うにしてほしい

知識や技能を身につけ、活用する力
を確実に身につけてほしい

読むことや計算することなどの基礎的
な力を確実に身につけてほしい

資料：本市教育委員会「平成 21 年度 学習と生活に関するアンケート調査」
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 (キ) 生活環境の変化に伴う健康への影響 

本市の児童生徒の体力は、平成元年度以降低下傾向にあり、一定の歯止

めはかかったものの、本市の数値は全国平均を下回る結果となっています。 

生活習慣と体力との関連では、小学生においては、毎日朝食を食べて睡

眠時間が 8 時間以上の児童の体力合計点が最も高く、中学生においては毎

日朝食を食べて睡眠時間が６時間以上８時間未満の生徒の体力合計点が最

も高くなっており、規則正しい生活習慣と体力向上との関連性が認められ

ます。 

    これらから、子どもに対する体力向上策や、基本的な生活習慣・生活態

度を身につけることへの対応が求められているものと考えられます。 

 
児童生徒の体力・運動能力（本市・全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：文部科学省「平成 21 年度 体力・運動能力調査」
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朝食・睡眠時間と体力テストとの関係 （本市） 

 

 

 小学５年生 男子 小学５年生 女子
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資料：文部科学省「平成 21 年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査」
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 (ク) いじめや不登校、問題行動の解消への期待 

本市立小・中学校において、いじめを受けた児童生徒数は、平成７年度

をピークに減少傾向にありましたが、平成１８年度より上昇し、平成２１

年度は再び減少しています。 

また、本市立小・中学校における不登校児童生徒数は、近年、横ばい傾

向にあります。不登校の理由は、小・中学校ともに平成１７年度以降、「本

人の問題」が増加傾向にあります。 

   いじめや不登校、問題行動については、未然防止や早期解決に向けて、

引き続き取組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

いじめを受けた人数 （本市） 
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小１： 35 人 

小２： 62 人 

小３： 78 人 

小４：131 人 

小５：134 人 

小６：200 人 

資料：文部科学省「各年度 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
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資料：文部科学省「各年度 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
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資料：文部科学省「各年度 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
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 (ケ) 手厚い支援が必要な子どもへの教育的ニーズの高まり 

 特別支援学級数は、年々増加しており、平成２２年度では、小・中学校

で４６７学級となっています。また、本市立小・中学校に在学する外国籍

の児童生徒数は、平成１７年度以降、増加傾向にあり、近年は、中国、ブ

ラジル及びフィリピン籍の児童生徒数が増加しており、手厚い支援が必要

な子どもへの教育的ニーズは高まっているといえます。 

 

      本市立小・中学校の特別支援学級数推移 
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資料：本市教育委員会 「各年度 教育調査統計」  
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資料：本市教育委員会調べ
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本市立小・中学校に在学する外国籍の児童生徒の主な国籍別推移  
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 資料：本市教育委員会調べ

 

 

 (コ) 家庭・地域の教育力の向上への期待 

 市民に対し、『社会全体において、家庭の教育力が低下していると思いま

すか』と尋ねた調査で、「低下していると思う」は約５１％、「どちらかと

いえば低下していると思う」は約３３％となり、多くの方が家庭の教育力

が低下していると感じており、家庭・地域の教育力の向上に対して期待感

が高いことがうかがえます。 

 

家庭の教育力の低下について （本市）  
 

項     目 割 合 

低下していると思う ５１．１％ 

どちらかといえば低下していると思う ３３．２％ 

どちらかといえば低下しているとは思わない  １．３％ 

低下しているとは思わない  ３．９％ 

分からない  ９．０％ 

無回答  １．５％ 

 資料：本市「平成 21 年度 市政アンケート」
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 (サ) 生涯学習に関する期待の高まり 

市民に対し、市として『特に力を入れて進めてほしいこと』（複数回答可）

を尋ねたところ、「生涯学習」「スポーツ・レクリエーション」とも、過去

より希望者割合が増加しており、生涯学習に対する関心が高まっているこ

とが分かります。 

 

市政について特に力を入れて進めてほしいこと（複数回答可）  

 

分   野 平成１４年度 平成２１年度 

生涯学習 ７．０％   １０．１％ 

スポーツ・レクリエーション ３．５％    ６．５％ 

 
資料：本市「市政世論調査」

 

  

 

 

 

4.2%

4.5%
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6.7%

7.5%

12.9%

28.4%

47.5%

63.0%

0% 20% 40% 60% 80%
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友達や仲間をつくる
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社会参加やボランティア活動を行う

学習成果を発表する

生かしていない

環境、少子高齢化、防災、人権
など社会問題の解決活動を行う

その他

まちの魅力発見や魅力発信など、
まちづくり・地域づくりの活動を行う

資料：本市教育委員会 平成 21 年度「生涯学習に関する市民意識調査」

（複数回答可） （本市） 

生涯学習で得た知識や技術をどのように生かしていますか 
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 (シ) その他 

 
学習状況調査 

 

  

平成２１年度に、本市立小中学校の小学５年生と中学２年生を対象として、

国語、算数・数学について実施した学習状況調査の結果 
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資料：本市教育委員会「平成 21 年度 学習状況調査結果の概要」

※全国平均の正答率を 100 とした場合の比較 
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平日の家庭学習時間 （本市・全国）  

 

 

本 市 
 

13.2% 30.6% 26.9% 14.1% 8.4% 6.6%

16.1% 14.7% 25.8% 22.1% 15.7% 5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学6年生

中学3年生

3時間以上 2時間以上、3時間より少ない
1時間以上、2時間より少ない 30分以上、1時間より少ない
30分より少ない 全くしない

 

 

 

全 国  

10.2% 25.5% 29.6% 16.6% 10.3% 7.7%

11.6% 14.1% 31.5% 26.4% 12.3% 4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学6年生

中学3年生

3時間以上 2時間以上、3時間より少ない
1時間以上、2時間より少ない 30分以上、1時間より少ない
30分より少ない 全くしない

 

 

 資料：本市教育委員会「平成 21 年度 全国学力・学習状況調査報告書」
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 的な研修の状況 （本市・全国） 

 小・中学校における模擬授業や事例研究など、教職員への実践 

 

 

 
本 市  

13.8% 34.9% 45.9% 5.5%

43.0% 50.2% 6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学校

中学校

よくしている どちらかといえば、している あまりしていない 全くしていない

 

 
全 国  

33.5% 49.0% 16.4% 1.0%

55.9% 37.8% 6.0% 0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学校

中学校

よくしている どちらかといえば、している あまりしていない 全くしていない

 

 
資料：本市教育委員会「平成 21 年度 全国学力・学習状況調査報告書」
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家庭の教育力を向上させるために必要と思うこと（3 項目まで選択可）  

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

地域で子どもを育てる意識を高める

しつけや教育に悩む親のための相談機関

の情報を広く知らせる

相談相手がいない親への仲間づくりを促進する

親を対象にしつけや子育てに関する啓発資料

を配布したり、講座を充実させたりする

父親の家庭教育への参加を促進する

しつけや子育てに関する講座や講演会の情報

を探しやすくする 

インターネットでもしつけや子育てに関する

講座を受講できるようにする

その他

特にない

わからない

無回答

48.8% 

38.0% 

33.0% 

32.7% 

23.9%

15.7%

11.7%

7.6%

2.7%

4.8%

2.7%

 

 
資料：本市「平成 21 年度 市政アンケート」
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ＰＴＡや地域の人の学校活動への参加（本市・全国）  

 

 

本 市  

26.6% 57.8% 11.9% 2.8%

43.0% 50.6% 6.1% 0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学校

中学校

よく参加してくれる どちらかといえばしている あまりしていない 全くしていない

 

 

 
全 国  

46.4% 46.1% 6.5% 0.7%

54.8% 41.5% 3.4% 0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学校

中学校

よく参加してくれる どちらかといえばしている あまりしていない 全くしていない

 

 
資料：本市教育委員会「平成 21 年度 全国学力・学習状況調査報告書」
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２ 掲載事業と関連する主な他の個別計画 

 

○なごやマイ・スポーツ推進プラン 掲載事業 

施策４ 望ましい生活習慣を身に付

けるとともに、生涯にわたって健康

に過ごすための心身を育みます 

・部活動の振興 

・地域ジュニアスポーツクラブの設立支援 

 

○名古屋市子ども読書活動推進計画 掲載事業 

施策 5 夢や目標の実現のた

めに、生涯にわたり、あらゆる

機会と場所で学び続ける意欲

と習慣を育みます 

・子ども読書活動 

施策 15 生涯学習の機会と

場を提供し、学ぶ楽しさや意欲

を高めます 

・生涯にわたって読書に親しむ環境の整備 

施策 16 学びの成果を社会

に生かすことができるよう、支

援します 

・社会教育施設におけるボランティア活動 

 

○なごや子ども・子育てわくわくプラン～子どもに関する総合計画～ 掲載事業 

施策１ 郷土に対する愛着と理

解を深め、国際化に対応し、未

来に目を向ける素養を育みます 

・環境学習ウィーク・トライ＆アクション 

・エコ・フレンドシップ事業 

施策２ 基礎基本を着実に身に付

け、個に応じて学力を伸ばすととも

に、創造性あふれる心を育みます 

・基礎学習・発展学習 

・少人数教育 

・幼稚園教育指針に基づく幼稚園づくり 

施策３ 人権を大切にし、お

互いを認め合う心と、社会の一

員として生きるための規範意

識や自覚を育みます 

・夢・チャレンジ支援事業 

・ふれあいフレンドの派遣 

・キャリア教育 

・幼稚園心の教育推進プラン子育て支援事業 

・青少年交流プラザ（ユースクエア）における事業推進 

施策４ 望ましい生活習慣を身に付

けるとともに、生涯にわたって健康

に過ごすための心身を育みます 

・なごやっ子の体力アップ推進事業 

・望ましい生活習慣の育成 

・部活動の振興 

・地域ジュニアスポーツクラブの設立支援 

施策５ 夢や目標の実現のため

に、生涯にわたり、あらゆる機

会と場所で学び続ける意欲と習

慣を育みます 

・トライアルサタデー講座 

・博物館・美術館・科学館における子ども向け教育普及事業
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施策６ 誰もが楽しく通うこ

とのできる学校づくりを進め

ます 

・特別支援学級の設置 

・特別支援学校高等部における就労支援 

・特別支援教育のための専門家チームの派遣 

・発達障害対応支援講師の派遣 

・学校生活介助アシスタントの派遣 

・不登校対応支援講師等の配置 

・子ども適応相談センターでの不登校対応事業 

・ハートフレンドなごやでの相談事業 

・いじめ・問題行動等防止対策事業 

・日本語教育が必要な児童生徒への対応 

施策９ 豊かな人間性と確か

な指導力を持った教員を確保

し、養成します 

・教員研修 

施策 11 親子のふれあいと、

家庭の教育力の向上を支援し

ます 

・親学 

・家庭の日普及啓発事業 

・幼児期家庭教育支援事業 

施策 12 地域のつながりを大切

にし、地域全体で子どもを見守

り、育みます 

・子どもを守る活動 

・私立幼稚園預かり保育補助事業 

・私立幼稚園親と子の育ちの場支援事業 

・トワイライトスクール 

施策 14 保護者負担を軽減

するなど、多様な進路選択を支

援します 

・高等学校入学準備金事業 

・私立高等学校授業料補助事業 

・私立幼稚園授業料補助事業 
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３ 計画策定の体制 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

 

 

 

 

 

 

名古屋市教育委員会 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討事項の提示

・有識者等からなる組織
 

・外部の目による検討の

結果を計画に反映 

 

 

教育委員会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

計画原案の作成

 

策定会議（教育委員会幹部職員）

意 見 

議  会 

 

報 告

調 査 
各課・公所 

 
個別の事業計画の計画・立案

ワーキンググループ会議 

課長級会議 
 

検討委員会 

計画の議決 

 

パブリックコメント 

意見聴取 

市   民 
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４ 名古屋市教育振興基本計画（仮称）検討委員会 

 

○役割 

○教育を取り巻く今日の社会経済情勢と、なごやっ子教育推進計画の中間総括を踏まえ

た、今後４年間における本市教育行政の重要課題及び重点的に取組む内容など教育委

員会からの提示事項に対する意見 

○名古屋市教育振興基本計画（仮称）の案などに対する意見 

 

○委員名簿 
氏 名 所 属 ・ 役 職 等 

天谷 昭裕 ジェイアールセントラルビル(株)代表取締役社長 

伊藤 一美 特定非営利活動法人子ども＆まちネット理事長 

加藤 文雄 名古屋市立栄小学校校長 

加藤 玲子 名古屋市地域女性団体連絡協議会会長 

鬼頭 正男 名古屋市区政協力委員議長協議会議長 

熊田 光男 名古屋市立小中学校ＰＴＡ協議会会長 

栗田 千尋 公募委員 

佐藤 慎一 名古屋市立森孝西小学校教諭 

高須由紀夫 名古屋市立前津中学校長 ※委員当時 

竹内 敏子 中京大学教授 

中川  力 名古屋市立成章小学校教諭 

中村 千絵 名古屋市立小中学校ＰＴＡ協議会副会長 

なら木茂賀 名古屋市立向陽高等学校長 

丹生 美香 公募委員 

野田 敦敬 愛知教育大学教授 

野村由美子 中日新聞社編集局生活部記者 

林  肇 弁護士 

日比野 勝 元学校法人河合塾特別顧問 

松本 朋充 名古屋市立八王子中学校長 

水野 孝一 (財)にっぽんど真ん中祭り文化財団専務理事 

室屋 有美 連合愛知名古屋地域協議会ＪＰ労組名古屋南部支部執行委員 

目黒 達哉 同朋大学教授 

山村 伸人 名古屋市立平針中学校教諭 ※委員当時 

横山 和夫 名古屋市立向陽高等学校長 ※委員当時 

  （注）委員としての期間：        

高須委員､山村委員､横山委員     平成 22 年 3 月３１日まで  

野田委員              平成 22 年 10 月 1 日まで 

加藤（文）委員､中川委員､なら木委員   平成 22 年 ４月 1 日から 

     林委員               平成 22 年 8 月 25 日から 
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５ 計画策定の経過 

 

実施時期 事        項 

平成２１年１０月 
教育委員会 

 ○名古屋市教育振興基本計画（仮称）の策定について 

     １２月 

第１回名古屋市教育振興基本計画（仮称）検討委員会 

 ○本市の教育に関する現状と課題等について 

 ○意見交換 

平成２２年 ３月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第２回名古屋市教育振興基本計画（仮称）検討委員会 

 ○名古屋市教育振興基本計画（仮称）の施策等につ 

  いて 

      ５月 

第３回名古屋市教育振興基本計画（仮称）検討委員会 

 ○名古屋市教育振興基本計画（仮称）の施策等につ 

  いて 

教育委員会 

 ○名古屋市教育振興基本計画（仮称）について 

      ８月 
第４回名古屋市教育振興基本計画（仮称）検討委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ○名古屋市教育振興基本計画（仮称）の施策等につ  
  いて  

 
第５回名古屋市教育振興基本計画（仮称）検討委員会 

 ○名古屋市教育振興基本計画について 

     １２月 

 

 

 
教育委員会  

 

   
 ○名古屋市教育振興基本計画について 

 
 
  ＊教育委員会事務局での検討経過 

・名古屋市教育振興基本計画（仮称）策定会議（７回） 

・名古屋市教育振興基本計画（仮称）担当課長級会議（４回） 

・ワーキンググループ会議（５回） 
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